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1. はじめに

本研究は，米田フロリダナト｜の学級規模縮小プ

ログラムを取り上げ，その財政的な仕組みを明

らかにすることを白的とする。

これまで白米ともに少人数教育の効果や適正

規模に関する研究が数多く蓄積されており，学

級規模縮小の有効性も明らかにされてきた。し

かしながら，実際に学級規模縮小を全国的に実

施しようとすると，教員定数の増員を伴うこの

政策は，多額の予算を要するため，財務省や財

者の合意を得ることは容易なことではな

い。そのため，日本では2011年に「公立義務教

育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関

する法律jが定める国の学級編il!IJの「標準jを

小学校第1学年のみ40人から35人へと引き下げ

たものの，小学校第2学年から中学校第3学年

までは40人のままである。その代わりに都道府

県教育委員会が定める学級編告ljの「基準」は，

弾力的な運用がなされており，市！HJ干す教育委員

会は地域ヤ学校の実情に応じて，より柔軟に学

級を編制することができるよう法改正がなされ

ている。

このように都道府県や市町村が主体となって

少人数学級を実現することが可能になってきて

いるが，現行法では，国の標準を下居って学級

編制を行う場合の人件費は国庫負担の対象とは

ならず，地方独自の財源で賄うため，自治体間

格差を生じさせかねない状況にある。小泉一

麿・貞広斎子（2012)（！）は，市町村Aレベルでの学

級規模縮小の政策決定の要因を検証した結果，
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「財政力があり（財政的自律性を持ち），債務が

少ない市ll!Ji寸において， 30人規模学級を導入す

る｛頃向があるJことを明らかにしているように

市町村教育委員会が独自に学級規模縮小政策を

実施することについては 先行研究においてた

びたび，市lllJ村の財政的制約がその政策実施の

限界牲として指摘されてきた。こうした百本の

！？！？題状況を踏まえれば，多額の予算を費やして

学級規模縮小政策を実施している組屈に告を向

け，学級規模縮小のH~－？.涼をどのように確保し，

どのような財政的仕組みに基づいて実施してい

るのか追究することが必要である。

このような問題意識に基づき，おj著（2012,

2015) (2）は，米国カリフォルニアナ1・1に焦点をあて

て，財政的な仕組みを分析してきた。カリフオ

ルニア州は連邦学級規模縮小政策に先駆けて

1996年より就学前教育から第3学年までを対象

とした学級規模縮小政策を実施し，年間約15億

ドル以上投入した全米最大規模と言われる取り

組みであるが，同州、iは学級編市ljの上［浪人数を引

き下げて学級規模縮小を実現したのではなく，

上限人数の設定とは加に学級規模を縮小し

i互に補助金を配分するプログラムを法制化し少

人数学級を実現した事例である。カリフォルニ

ア州のようにご．重の構造で、学級規模縮小に取り

組む仕組みから得た知見は別稿で取り上げてき

たが，上限人数そのものを引き下げて学級規模

縮小に取り組む事例には焦点を当ててこなかっ

た。そこで本稿では，上｜浪人数を引き下げて学

級規模縮小に取り組んだフロリダ州を取り上げ，

その財政的な仕組みを分析する。

フロリダナト｜は， 2002年にフロリダ州憲法を改
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正し， HI憲法の中で州l村公立学校の就学前教育

から第12学年（K-12学年）までの主要教科にお

ける 1クラスあたりの児童生徒数に上l浪人数を

定め， 2010-11年度より各学区に上i浪人数の規

定を義務付け始めた事例である。ナトi内のK-12学

年の 1クラスあたりの児童生徒数に上限人数を

に定めたことにより，膨大な予算を必要と

することになったフロリダ什iでは，－－1：本どのよ

うにj吋源を碍保し，少人数学級を実現したのだ

ろうか。

本稿は，上！浪人数を一斉に定めたフロリダ什｜

を取り上げ，学級規模縮小の財政的な仕組みを

分析・考察するために，以下3点の課題

する。まず，米悶諸ナ1-1が実施している学級規模

縮小の取り組みについて，その法的拘束力と 1~~－

?fJ］を分類し整理することを通じて，フロリダ州

の学級規模縮小の特徴を明らかにする。次に，

フロリダナト！の教育財政を紐解き，その~l・政的な

仕組みのヰiで学級規模縮小資金がどのように位

置づいているのか明確にする。そして，フロリ

ダnifJ'iffjlJ定した学級規模縮小に関する規定がど

のような制度に基づいて，学級規模縮小資金を

確保したのか，分析・考察する。分析には，諸

州政府教育協議会（EducationCommission of 

the States, ECS）の資料，フロリダナ1-1の法律，フ

ロリダナト！教育省が示した統計データと文書，新聞

を主な資料として用いる。

2.学級規模縮小の法的拘束力とその財源

米国は， j君主＼］の通り，教育に関する権限は什l

になっているため，学級編制の仕組

みも州ごとに異なる。米国連邦政府は， 1999年

に連邦学級規模縮小政策を実施しているが，そ

れJ;J前から，米国では什｜の教育政策として州が

独自に学級規模縮小を実施している。諸州政府

協議会が示したデータによれば，十日の学級規模

縮小政策として 1クラスあたりの児童生徒数を

20人程度に縮小する取り組みを実施している川

は， 2009年時点で23什｜存在しているω。それら

の州で実施している学級規模縮小の法的拘束力

に注目してみると，学級規模縮小を州が学区に

義務づけている州と，学区の任意事項としてい

る州に分けられる（表 l参照）。

表 iによれば，什｜の取り組みとして学級規模

縮小政策を実施している23州のうち，アラバマ

ナ1-1やブロリダナi'Iなと.＇11ナl・I/J＇学級規模縮小を学 IR

に義務づけており，カ l）フォールニアナト｜ヤコネテ

イカットナ！？など12州が学級規模縮小の実施を学

区の任意事項としている。学級規模縮小の実施

を学区の判断に｛壬せているカリフォルニア州の

学級規模縮小プログラムは， 'HIレベルの法律と

して学級規模縮小プログラムを州全域に適用し

ているが，州内一律に学級規模を20人以下に縮

小することを義務付けたわけではなく，参加申

請方式をmいて！司プログラムへの参加を学区に
委ねている付）。またカリフォルニアナけでは，学

級編制の上｜浪人数を引き下げて少人数学級編制

を実施したのではなく，新たに別途，学級規模

縮小プログラムをilllJ定し，学級規模縮小を実施

した学区に対して州の特定補助金を配分する

制定の下で，少人数学級編制を実現したのであ

る（5）。その際，何十円では参加申請方式を用いて

参加の要件を課したことにより，学級規模縮小

資金に関しでも申請書の要件を満たした学区に

表 l.学級規模縮小に関する規定の拘束力

義務（Mandate) 任意（Voluntary)

アラバマナ！？、ブロジダ州、ジョージア州、アイ カリブオノレニア州、コネティカット州、イリノ

オワ州、ルイジアナ州、ミネソタ州、モンタナ イ州、インディアナ州、メインチ！？、オハイオ州、

州、ネノ《ダ州、オクラホマ州、テキサス州、ユ ペンシルベニア州、ロードアイランド州、サウ

タ州 ス力ロライナ州、サウスダコタ州、ワシントン

州、ウィスコンシン外｜

(Education Commission of the Stare 2009に基づき筆者作成）
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対してのみ配分する仕組みを構築したのである。

，現在，学級規模縮小の実施を学区に義

務付けているフロリダ州は， 1990年代には学級

規模縮小を任意の規定として定めていたが，

2002年に学級規模縮小の法的拘束力を高めて学

匿に義務付けるようフロリダナトi憲法を改正した。

フ口リダ州憲法の第9条に準じて， 2010-11年

度より学級規模に上限が設定され， 2003-04年

度から毎年少なくとも 2:7=1ずつクラスの上｜浪人

数を減らすよう修正し K-3学年の 1クラスあ

たりの上限人数を18人 第4-8学年は22A,

第9寸2学年は25人と定めて学級規模縮小を学

i互に義務付けたのである。

これら州独自の取り組みとして実施してきた

学級規模縮小政策の財源に注目して米国語什｜の

取り組みを見てみると 州の学級規模縮小政策

はmの補助金を活用して学級規模縮小を実施し
ている。その補助金は 使途が限定されている

特定補助金（categoricalfund）と，使途が限定

されていない包括補助金（blockgrants）を用

いている州に分けられるが学級規模縮小を義

務付けている州であっても，学区の任意事項と

している州であっても 補助金制度を活用して

什lが学区に資金を配分している。

例えば，学級規模縮小を学区に義務イすけてい

るフロリダ什｜は，フロリダナH憲法の下で学級規

を実施するにあたって，州の特定補助金

制度の下で学級規模縮小政策を実路し，州が財

源の一部を負担して実施している。フロリダ什｜

では州が確保した財源が確実に学級規模縮小の

ために使用できるよう，使途を限定して資金を

配分しているが，間じく学級規模縮小を学！互に

義務付けているアイオワナト｜では，使途を限定し

ない包括補助金i!JIJ度の下で学級規模縮小を実施

している。アラパマナト｜やオクラホマナト｜は，

プ口グラム（foundationprogram）として学級

#t模縮小を実施しており，ジョージア川， ミネ

ソタ州は，学級規模縮小資金の配分額は一定の

算式によって配分する方法を用いている。それ

に対して，学級規模縮小を学区の任意事項とし

ているカリフォルニアナト！とウィスコンシン州で

は，フ口リダナl・I同様，特定補助金ftllj度の下で学

級規模縮小を実施しているが，ロードアイラン

ドナl・I，ペンシルベニアナト｜等は，包括補助金制度

の Fで実施し，インデイアナ州，オハイオナト｜で

は，一定の定式に基づき財源を配分する方法を

用いている。

学級規模縮小政策を実施するには多額の予算

が必要になるため，その財源を州政府が負担す

るのか，学区や学校が負担するのかは，論点と

なるわけであるが，前述してきたように，州政

策として取り組んだ学級規模縮小プログラムは，

その法的拘束力の如何にかかわらず，什｜カf補助

金を学i互に配分して実施している什｜が多いこと

がみてとれる。当然のことながら，学級規模縮

小を学互に義務付けて実施している場合，すべ

ての学区に対して，什iの補助金を配分すること

になるため，任意の取り組みとして実施してい

る州以上に何？の負担額が大きくなることは想定

できる。本稿で取り扱うフロリダナl・Iは，

模縮小を学！互に義務付けてナ1・1の特定補助金とし

て学級規模縮小資金を学区に配分しているとい

うことを念頭に置いて，次節以降，十円の教育財

政の仕組みを分析することとする。

3. フ口 1）ダ州の教青財政の仕組み

米国における公教育費のl~~－源は，連邦補助金，

'J+i補助金，地方の自主財源で賄っており，その

政府間負担割合の変遷を見ると， 1970年以前は

地方の負担割合が高く，地方分権的な財政構造

を有している（｜翠 1参！問。 は，財産税

(property tax）を基本財源としており，それに

よる教育費収入が一定の水準に達しない場合に

州政府からの補助金が交付される方式をとって

きたω。しかし1970年代になると米国各地で，

地方学区間の教育費格差をなくすよう課税fj]ljllJ{ 

運動が起こり， 70年代以降li'!+Iの負担割合を増

やして，ナト！と学区が向程度の公教育費を負担し

ている。

フロリダ州においても教育財政制度改革がな

され，フロリ夕、、州議会は1973年にフロリダ教育

財政プログラム（FloridaEducation Finance 

Program, FEFP）を制定し，フロリダナト｜の公

教育システムにおいて平等な資金提供を実現で
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図 1.初等 の政府間負担割合（全米の平均組）（7)

きるよう州から地方学区に一般補助金を配分す

る仕組みを構築した（ヘ同プログラムは，教育

の機会均等のために， (1）地方財産税の変化，

(2）教育プログラム経費の変牝，（3）生活費の

変化，（4）児童生徒数の分散を考慮してK-12学

年の教育費を算出しているω。竺沙知章 (1997)

は，フロリダ教育財政プログラムの下で実施さ

れている学校財政制度は，十l・Iが設定する地方学

区の財産税率や教育費支出額に対して制限が課

されているため，フロリダナト｜は集権的な学校財

政制度の特徴を有しており， j也方学区問の均等

化がi隼んで、いると述べている (10)

2014 15年度のフ口リダ、教育財政フ。口グラム

の総額は約75.01意ドルで、あり，そのうち約70.9

｛~120 

ド100
／レ

80 
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0 

億ドル（94.5%）は一般歳入資金，約2.4億ドル

(3.2%）が教育向上信託基金 (Educational

Enhancement Trust Fund），約1.7f意ドル

(2.3%）は川の学校信託基金（StateSchool 

Trust Fund）を財源としている (1～一般歳入資

金の主たる財源は売上税などの税収入であり，

教育向上信託基金はフロリダの宝くじゃブロワ

ードやマイアミカウンテイにあるスロットマシ

ーンの税収入，ナト！の学校信託基金は宝くじが主

たる財源となっている｛凶。州、iが負担するK-12学

年の教育費の総額は，一般補助金として配分さ

れているフロリダ教育財政プログラムの資金に

加えて，什！の特定補助金が予算イとされている。

この特定補助金の大部分を占めているのが学級

0＜；’ * 土 日 X士 正主 主大 ・'*' :;f: (>$ ，，：~ (>$ >,?: λ士 、企
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ややややややや＇＼；＼：） '¥;¥:) ＇やややややや

綴FEFP資金 滋学級規模縮小資金 総その他

図2. フロリダ州が負担するK-12学年の教育費の推移（13)
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規模縮小資金であり， 2014-15年度の学級規模

縮小資金は，約30.l億ドルである。罰2を見る

と一目瞭然であるが，学級規模縮小資金は什｜が

負担するK-12学年の教育費全体の約 3分のl

(28.3%）を占めている。またK-12学年のナ！？教

育費の総額をフロリダHI憲法で学級規模縮小プ

ログラムを定める前と後とで比i絞してみると，

学級規模縮小プログラムが制定される前の

2002-03年度の州教育費は約76.9億ドルであるの

に対して， 2014-15年度は約106.5鎧ドルへと約

30億ドル増額している。学級規模縮小を実施し

たことによって，フロリダ什｜が負担する教育費

は純j普して学区に配分している。ただし函2に

示した通り， 2000年以降のフロリダ教育財政プ

ログラム資金（FEFP資金）の推移を見てみる

と， 2007-085！斗支に60.H~：ドルであったフロリダ

教育財政プログラム資金は 2008-09年度に48.6

億ドルへとl1.5億ドル減少している。このl時期

は，フロリダ州政府の歳入も一時的に減少

(2007-08年度は980億ドルであったものが，

2008-09年度には680億ドルへと300信ドル減少）

しており，世界金融危機の影響を受けて米国全

体が不況になりつつある中， 2008年の 1）ーマ

ン・ショ yクの影響を受けたものと考えられる。

しかしながらこのような不況時においても，学

級規模縮小資金は2007-08年度に26.4億ドル，

2008-09年度には29.3億ドルと配分額を減少する

ことなく，資金を増額して配分し続けているこ

とが図2から読み取れる。

4.フ口りタ州の学級規模縮小の財政的な仕組み

フロリダ川議会は， 1995年に総額4,0007］ドル

を予算として掲げて，第 1-3学年の教員 l人に

つき鬼童20人へと学級規模を縮小するプログラ

ムを実施し始めた（トI）。翌年には，第 1-3 

だけではなく，就学前教育のクラスも対象とし

て，児童対教員比率を20: 1に縮小する学涯に

対して，追加の資金提供を行っている。しかし

ながら当時の学級規模縮小の取り組みは，学区

に義務付けられておらず，また法律にも制定さ

れていないプログラムであり，予算確保も十分

ではなかった。実際に学級規模縮小プログラム

の／i~fltlJ化前は，大半のクラスで児童対教員比率

を20: 1 lこは縮小で、きておらず， 30人クラスに

対して教員 l名，被助教員l名を配置する学区が

多い状況にあった (I九そうした状況のl宇でフロ

リダ州のナ！？民は，すべての学医で本来の学級規

模縮小を実j克するために，学級規模縮小を

に義務付けることを求めて州憲法を改正しよう

としたのである。

当時のジェブ・ブッシュ州知事は，教育のた

めに税金を引き上げ、ることには否定的な態度を

示しており，そのため多額の予算を必要とする

学級規模縮小には反対であった。そこでフロリ

ダ州の州民は，フロリダ州議会の仁院議員で

あるケンドリック・ミーク（KendrickMeek) 

と協力して50万人の署名を集め，フロリダナト｜憲

法で学級規模のヒ限を規定することについて州

民投票を実施した結果 52.4%の賛成多数（反

対47.6%）で十！？憲法の改正が認められたのであ
る(IGJ。

フロリダ州憲法第9条「教育jの第 l章「公

教育」の冒頭において 良質な公教育システム

を実現するための教育条件整備として，学級編

fll!Jの上！浪人数に関する規定が示された (I九具体

的には， K-3学年が18人，第4-8学年が22人，

第9-12学年が25人を超えではならないことが

什！？憲法で、示され， 2010-11年度より各学区に上

［浪人数の設定を義務付けることになった刷。さ

らに，向章では， fこの上限人数に見合うよう学

級規模縮小を実施するにあたっては，その関連

費用を学区の責任ではなく，州の責任で実施す

るjという財源負担の責荘の所在が明記された

(19）。このように州民投票によってフロリダ州で

は2002年にフロワダ州憲法を改正し，州内公立

学校の主要教科における iクラスあたり

生徒数に上限人数を定めた際に，ナ1・1憲法の中で

その資金を誰が負担するのか，という財源の責

任の所在を明記した。当時の米国ではカリフォ

ルニアナト｜を含むおおよそ20'1+1が，十｜、！の法律で学

級規模の上隈を定めていたが，ナl・I憲法の規定と

して＿！：：＿［浪人数を義務付けたのは，フロリダ州が

全米で初めてであった (21)）。

この州憲法に基づき，フロ 1）ダナ討議会は，上
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i浪人数の義務化に向けて2003年にフロリダ州法

(Chapter 2003-391）の中で， 1クラスあたり

の上限人数を2003-04年度より毎年 2人ず、つ減

らしていく方針を定めた（21）。 2003-04年度から

2005-06年度は学区ごとに平均学級規模を算出

し， 2006-07年度から2009-10年度は学校ごとに

乎均学級規模を算出し， 2010-11年度からは l

クラスごとに学級規模を算出するよう段階を経

て学級規模縮小の基準を強化しているω。こう

した経緯で2015-16年度現在，フロリダナ1-1の公

立学校の平均学級規模は， K-3学年が15.45人，

第4-8学年が17.96人，第 9-12学年が18.92人

を実現できているのである (:!3)0 

以上のように法制化された学級規模縮小プロ

グラムは＇ 2003-04年度以降，州の特定補助金

(categorical fund）として予算化され，各学区

に学級規模縮小資金が配分された刷。表2に示

した通り，ナ／・I憲法の下で学級規模縮小プ口グラ

ムが施行された2003-04年度には，約4.6億ドル

の学級規模縮小の運営資金（operatingfunds) 

と6億ドルの設備資金をあわせた合計約10.6億

ドルの学級規模縮小資金が学区に配分されてい

る口初年度から 5年間は，学級規模縮小の運営

に加えて別途，設備資金を予算化し学区に

配分しているが，それ以降は予算化されていな

い。前述したように2003年にフロリダ州法の中

で，段階的に学級規模を縮小するように定めた

ことにより， 2003-04年度から開始3年間は倍

増して運営資金がi配分されているが， 2010-11

年度の完全実施時の配分額から見れば，半額程

度の金額である。一｜ニi浪人数が学i互に義務付けら

れた2010-11年度J,j，！）年は，配分額が急激に増加

することはなく，毎年約30億ドルの予算をK-12

の学級規模縮小資金として学区に配分して

いる。

リ十！の特定補助金として予算化された学級規模

縮小資金の財源は，一般競入資金，教育向上信

，ナト｜の学校信託基金と 3つの資金源が設

定されている（表3参照）。 2014-15年度の学級

規模縮小資金の財源内訳を見ると，約30.H意ド

ルの学級規模縮小資金のうち約28.2億ドル

(93.7%）は一般歳入資金，約l.O億ドル（3.4%)

は教育向上信託基金，約8,600万ドル（2.9%)

は川学校信託基金となっており，例年，学級規

模縮小資金の約90%が一般歳入資金である。宝

くじ等の税収入を資金源とする教育向上信託基

表2. フロ ！） 夕、＇1'1・1の学級規模縮小資金（単位：ドル）

2003-04年度

2004-05年度

2005-06年度

2006-07年度

2007-08年度

2008-09年度

2009-10年度

201o~p 年度

2011-12年度

2012-13年度

2013-14年度

2014-15年度

2015-16年震

1コkきi】＋

学級規模縮小運営資金 学級規模縮小設構資金 学級規模縮小資金の総額

{11j率六 {ljl卒女

468, 198,634 16.1% 600,000,000 1, 068, 198, 634 36.7% 

972, 191,216 33.4% 100,000,000 1,072,191,216 36.8% 

1,507, 199,696 51.7% 83,400,000 1,590,599,696 54.6% 

2, 108,529,344 72.4% 1, 100,000,000 3,208,529,344 100.1% 

2,640, 719, 730 90.6% 650,000,000 3,290, 719, 730 112.9% 

2, 729,491,033 93.7% 。2,729,491,033 93.7% 
2,845,578,849 97.7% 。2,845,578,849 97.7% 
2 ， ~13,$25;383 )00.0%、 。2,913;825,383 foo:o% 
2,927,464,879 100.5% 。2,927予464,879 100.5% 
2,974,748,257 102.1 % 。2,974,748,257 102.1% 
2,974,766,164 102.1% 。2,974,766, 174 102.1 % 
3,013,103,776 103.4% 。3,013,103,776 103.4% 
3,040,910, 760 104.4% 。3,040,910, 760 104.4% 
31, 116, 727, 721 2,533,400,000 33,650,127,731 

＊学級規模縮小の実施が学！互に義務付けられた2010-lli:f＇－疫を 10J%としたII寺のイljlび率

（データに基づきながら筆者作成）
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表3. フロリダナl・Iの学級規模縮小運営資金の財源内訳

一般歳入資金 教青向上信託基金 ~·M 学校信託基金 学級規模縮小資金総額

201ト12年度 2, 737,527,425 103, 776,356 86,161,098 2,927,464,879 

2012-13年度 2, 793,851,023 103, 776,356 86, 161,098 2,983,788,477 

2013-14年度 2, 784,828,710 103, 776,356 86,161,098 2,974,766,164 

2014-15年度 2,823, 166,322 103, 776,356 86,161,098 3,013,103,776 

2015-16年度 2,850,973,306 103, 776,356 86,161,098 3,040,910,760 

金と州学校信託基金は，毎年，定額の予算が学

級規模縮小のために確保されていることが表3

から読み取れる。

このようにフロリダ州では， 2010-11年度か

ら学級規模縮小を学区に義務付けて完全実施へ

と移行しているが，学区がこの上i浪人数を超え

た場合は，学級規模縮小資金を州に返還すると

いうペナルティを課し 十日に返還された学級規

模縮小資金は上｜浪人数を順守した他の学症に追

加配分される仕組みを構築している（フ口リダ

ナ1·111~1003.03 ( 4) ）問。フロリダ州教育省のデータ

によれば，学級規模縮小を学区に義務付けた

2010-11年度には，フロリダナl・Iの71学区のうち

28学誌（39%)'2011-12年度には22学IZ:(31 %) , 

2012-13年度には27学区（38%）が上｜浪人数を

下回る人数へと学級規模縮小を実施することが

できず，州に対して学級規模縮小資金の一部を

返還していた凶。フロリダ州議会は，この厳し

い規定の中で学区が柔軟に対応できるよう，

2013-14年度からは 通常の学校ではクラスご

とに平均学級規模を算出iするが，学校選択を実

施している学校では学校ごとに平均学級規模を

算出できるようペナルテイの規定を改めた問。

その結果， 201314年度にペナルティが諜され

た学IZ:は， 71学区のうち14学区（20%）へと減

少している制。 2011-12年度に返還額が最も多

かったフロリダナ！・Iの大都市で、あるブロワードカ

ウンティにおいても 2011-12年度に上限人数

を順守できた学校は52.3%と半数に留まってい

たが，完全実施から 5年目となる2014-15年度

には， 90.6%の学校が上j)l~人数を下由る人数へ

と学級規模縮小を実現しており，一部ペナルテ

イが課された学校（6.3%）についても上限人数

を1～2名超過する人数にまで学級規模を縮小

している。このようにフロリダ州では，今日に

おいても什｜憲法で定めた上l浪人数は変えずに，

学校の実態に応じて学区が学級規模縮小資金を

受け取れるようナ！・I？去を見直しながら継続的に実

施している。

5匙おわりに

本稿では，フ口リダナHの学級規模縮小を取り

上げ，どのような財政的仕組みに基づいて学級

規模縮小を実施してきたのか，分析してきた。

以上を踏まえて，フ口リダナト｜の学級規模縮小の

財政的な仕組みについて，三点指摘したし＼ 0

一点目は，学級、規模縮小のtH｛原として活用さ
れている什｜の補助金制度についてである。

では， lクラスあたりの児童生徒数を20人程度

に縮小する取り組みを実施している州は， 2009

年時点で少なくとも23川存在しているが，その

大半が什iの補助金制度の下で，ナト｜が学i三－

に対して財政支援をしながら，学級規模縮1J、を

実施している。学級規模縮小に関する規定の拘

束力が，｜義務jあるいは f任意jにかかわら

ず， HIは補助金制度を活用して，学級規模縮ノト
資金を学区に配分している。この点については，

フロリダ州に絞られたことではないが，ナHの政

策として学級規模縮小を実施する際には什｜

区に財政支援を行うことが必要である。

中でもフロリダナト！の学級規模縮小資金は，使

途を定めない一般補助金ではなく，使途を学級

規模縮小に眼定する特定補助金として学級規模

縮小資金を確保している。フロリダナト！のK12学

年の教育費総額をフ口リダナト！？憲法で学級規模縮

小プログラムを制定する話！と後で比較してみる
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と，一般捕助金の合計額はほぼ変わらない一方

で，特定抽出］金の金額は学級規模縮小資金に費

やした約30億ドル分純増していることがわかっ

f::_oすなわち，フ口リダナ！？では学級規模縮小を

実施するにあたって，什｜の一般補助金を削って

特定補助金を増やしたのではなく，円、！の教育費

を増額させて学級規模縮小資金の予算を確保し

ている。その財源は 川の一般歳入資金から約

9割，残りの 1割は宝くじ等を税収とする教育

とf科学校信託基金というように，

3つの資金源を設定して学級規模縮小資金を

確保する仕組みを構築していることが明らかに

なった。

~ ・－自は，フロリダナトi憲法の中で，教育条件

整備として学級編制の上！浪人数をK-3学年が18

人，第4-8学年が22人，第9-12学年が25人と

することが規定されたことについてである。フ

ロリダナト｜憲法の教育条項の中で，第l章「公教

育jの冒頭の文章において，子どもたちの教育

に適切な資金を提供することの必要性が示され，

に良質な教育を提供するための教育条

件整備として，学級編市IJの上限人数が制定され

ている。さらに，学級編制の上限人数に実態を

近づけるための学級規模縮小に関連する費用の

責任の所在は，学区ではなく州にあることを明

記しており，これが学級規模縮小資金の予算を

州が確実に1i在保する根拠となっている。米国に

おける公教育費の政府：間負担割合は，伝統的に

州よりも地方の負担割合が高く，地方分権的な

財政構造を有してきてきたが，学級規模縮小を

実施するにあたっては フロリダ州内すべての

子どもたちへの教育条件整備として，ナト｜が財源

を負担して学区間で学級規模の格差が関かない

よう州全体の法制捜：を構築したのである。学匿

の予算で実施することを求める制度ではなく，

州憲法において財源の責任の所在を明確にして，

州が学区に対して貯政支援を施してきた点は，

学区跨格差を生じさせない制度として評価でき

る。

三点目は，フロリダ州憲法で定めた学級編制

の上限人数を超えた場合のペナルティについて

である。学級規模縮小資金の運用にあたっては

規定を超過した学！互には学級規模縮小資金を州

に返還するというペナルティを諜し，返還され

た学級規模縮小資金は上限人数を順守した他の

に追加配分するという仕組みを構築して財

政調整を行っている。また規定を順守できない

学区が多い場合には，実態に即して規定を緩和

させる措置を取ることで，フロリダナト｜内のすべ

ての学区でj二l浪人数の規定に近づけるようにし

ている。このようにナH憲法で、定めた厳しい規定

は変えずに緩和策を講じることで，学級規模縮

小を継続的に実施できているのである。

ように，今日の自本では，地方

分権改革に伴い，都道府県や市町村‘が柔軟に学

級編f¥j¥jを運用できるよう法改正がなされている

が，市町村レベルでの学級規模縮小政策の実施

は市IHT村Aの財政的制約がその政策実施の限界性

として指捕されている。今後，地方自治体や学

校が主体的に学級編iltlJをしていくためには，自

治体の自主性を保ちながらも，自治体間格差を

生じさせずに学級規模縮小を実施できるよう，

政策実施主体が財－源を確保し財政支援をできる

ような仕組みの構築が必要で、ある。

付記

本{i)f~どは， JSPS 科学研究費「学級規模縮小政策

の法制的.J!オ政的研究（研究代表者 星野真澄

15Kl7337）」の成果の一部である。

7王

( 1 ）小泉一麿，貞広斎子「rl11HT村における学級規

模縮小政策の政策形成と政策参)lll, 一長野県下

自治体における30人規模学級編市lj事業を事例と

して－Jf千葉大学教育学部研究紀要j

第60巻， 2012年， pp.315-319 

( 2）星野真澄「米国カリフォルニアナHにおける学

級規模縮小フ。ログラムの！｛守政構造jf教育学論集j

筑波大学人間総合科学研究科教育基礎学専攻，

第8集， pp.1-19, 2012年

星野真澄 fアメワカの学級規模縮小政策j多賀
出版， 2015年

( 3 ) Kyle Zinth, State Policies Focusing oη C!ass-szze 

Reduction, Education Commission of the States, 

-36-



2009 

http: I八九州rw.ecs.org/clearinghouse/81/95/819 

5.pdf (2016年5Pl 28日アクセス）

( 4）星野真澄（2015）前掲書

( 5) Ibid. 

( 6 ）自主i裕『教育機会の平等と！HU支ii~l;l';,: －アメ

リカ学校！Hil支出JJ支訴訟のmlJlf:TJと法翌日 j多賀IH

！；札 1996{1三

( 7 ) Thomas D. Snyder and Sally A. Dillow, 

CHAPTER 2: Elementary an〔iSecondary Education 

Revenues and Expendi加res,Table 172 Revenues for 

public elementary and secondary schools, by source 

of funds: Selected years, 1919-20 through 2006-07, 

Digest of h,aucation Statistics 2009, NCES, 2010, p 

247に基づいて筆者が図を作成した。

( 8) Florida Department of Education, 2015-16 

Funding for Florida School Districts Statistical 

Report, http://www.fldoe.or・g/finance/fl-edu-finance同

program-fefp (2016年7月16日アクセス）

( 9) Ibid. 

(10）竺沙知章「アメリカ合衆国フロリダ州におけ

る学校財政制度 集権的学校財政ilJIJJ支の特徴

とその問題点－Jf教育行財政研究j(24) l~H出教

育行政学会， 1997, pp. 13-23 

( 11) Florida Department of Education, 2014-15 

Funding for Florida School Districts Statistical 

Report, http://www.fldoe.org/core/fileparse.php/ 

5423/urlt/Fefpdist.pdf (2016年7月16日アクセス）

(12) Ibid. 

(13) School Business Serveices Office of Funding and 

Financial Reporting, Florida Education Finance 

Program, Florida Depar・tmentof Education Website, 

2000-01年度から2015-16年度の決算書からデ

ータを；1l1/:Uして筆者が表をf'1：：成。

h ttp://www.flcloe.org/f inance/fl-edu-financト

program-fefp/fトecl u-f inance-program-f ef p-

calculatio.strnl (2016年7月17EIアクセス）

(1心 JanuszkaCynthia, Dixon-Krauss Lisbeth, Class 

Size: A Battle Between Accountability and Quality 

Instruction, Childhood Education, 84.3, 2008, pp 

167-170 

(15) Ibid. 

(16) Ibid. 

( 17) Constitution of the State of Flor・icla,Article lX 

Education, Section 1. Public Education 

(18) Ibid. 

(19) Ibid. 

(20) ]ohn-'I、horDahlburg, In Florida, Limit Class Size 

Now, Pay Later; Constitutional amendment seεks to 

a cl cir喝essovercrowded public schools, but the price 

tag may reach $27.5 billion over 8 years, Los Aη＇gel es 

Times, Nov 27, 2002, A.1 

(21) Laws of Florida, Chapter 2003-391, Senate Bill 

No. 30 A 

(22) Ibid. 

(23) Florida Department of Education Website, Class 

Size Reduction-Averages, 

http://www.fldoe.org/finance/buclget/class-size/class 

size-reduction-averages.stml (2016年7月17EIアク

セス）

(24) The Florida Constitution 1011.685 Class size 

reduction; operatiロgcategorical fund 

(25) Fl01・iclaStatutes section 1003.03 Maximum class 

size (4) 

(26) Florida Department of Education 'Nebsite, Class 

Size, Funding Adjustments, Class Size Reduction 

Reallocation and Restoration - District-Operated 

Schools of Choice, 

http：／／＼ヘrww. fl doe. o rg/f i nance/b u dge tic lass-

size/funding目acljustments.strnl(2016if_ 7 ）二J23 [Iア

クセス）

(27) The Florida Senate, SB1634: School Choice, 

https://www.flsenate.gov/Session/Bill/2016/1634/An 

alyses/2016sl 634.aed.PDF ( 2016：｛［三 7月23日アク

セス）

(28) Florida Department of Education Website, Class 

Size, Funding Adjustments, Class Size Reduction 

Reallocation and Restoration -District件 Operated

Schools of Choice, op. cit. 

2010 1 1年度から2014-15年度のデータからiJJJl:H

-37-



Financial System of Class Size Reduction in Florida 

Masumi HOSHINO 

In 2002, Florida votε1・sapproved an amendment to the State Constitution that set limits on the number of 

K-12 students in core classes in the state’s public schools. Beginning with the 2010 11 school year, school 

districts had a mandate to limit the maximum numbe1鼻ofstudents in each core class. The state of Florida had to 

spend considerable sums of money to fund the Class Size Reduction (CSI<) initiative. How did Florida secure the 

necessary financial resources? 

This paper aims to reveal the financial system of the CSR in Florida through an analysis of the followmg 

three areas: (1) the legal binding force of the state’s CSR policies and its financial resources to reveal the features 

of the CSR initiative in Florida, (2) Florida’s educational funding system, and (3) the legislation and financial 

resources of CSR in Florida. 

Study findings can be summarized through the following three points about the financial system of the 

CSR initiative in Florida. 

(1) The Florida State Legislature implemented CSR with the state’s categorical fund, not the statピsgeneral 

und目Afterimplementation of the CSR initiative, K-12 funds in Florida exhibited a net increase of about 3 

billion dollars in the 2014-15 school year when compared ¥vith the funds in the 2002-03 school year. The 

General Revεnue Fund, thεEducational Enhancement Trust Fund, and the State School Trust Fund are the 

three sources for CSR funds. 

(2) The Florida Constitution provided adequate provisions for all children to acquire high-uality educatim 1 

and for the establishment, maintenance, and operation of institutions. It stipulated that the costs of 

implementing the CSR initiative must be iコorneby the state, not the local scl1ools districts. Florida could 

eliminate differences bet¥iぽeneach school district’s class sizes by providing CSR funds to school districts 

(3) There are financial penalties associated with noncompliance with the class size limit; in such cases, CSR 

funds are reallocated to school districts that are fu日ycompliant with the class size limit. 
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